
学生の自主的な活動支援部署の設立時の考慮事項

―山口大学学生自主活動ルーム設立の事例をもとに―
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要旨

　大学生の社会人基礎力の育成において学生自主的な活動支援部署は大きく貢献すると期待さ

れる。国立大学法人山口大学における山口大学学生自主活動ルームの設立では，運営目的を明

確にし，部署の名称や使われる言葉の定義づけに留意した。また学内予算取得を考慮して学内

における組織の位置づけを確定させた。採用基準を明確にして選考に応じたコーディネータの

採用や各種広報活動も功を奏し，現在学生の自主的な活動支援部署として効果的に機能してい

る。
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１ はじめに

　近年，「職場等で求められる能力」，つま

り社会人として必要な力について，基礎学力

や専門知識に加え，コミュニケーション能力

や実行力，積極性などが必要との指摘が多

い。これを受けて，経済産業省経済産業政策

局は2005年７月，大手企業の人事担当者や，

大学教授などの有識者を集め，その内容につ

いて検討をはじめた。そして2006年２月の報

告書において，定義，およびそれを構成する

能力などを発表した。これが社会人基礎力で

ある（経済産業省，2006）。社会人基礎力

は，大きく「前に踏み出す力」，「考え抜く

力」，「チームで働く力」の３つの能力に分

けられる。これらを専門知識の育成を目的と

している大学の講義や実習で十分に培うこと

は難しい。そこで着目されるのが課外活動で

ある。特に学内の既存のサークルに所属する

以外の課外活動，すなわち学生の自主的な活

動では，学生の社会人基礎力が大きく育成さ

れることを期待することができる。こうした

観点より，明治学院大学ボランティアセン

ターや立命館大学ボランティアセンターなど

に代表されるように，全国の大学にて学生の

自主的な活動支援部署が設立されている。

　これまでに自主的活動支援部署を設立する

ための手順や考慮すべきことを示した文献は

なく，結果として他大学での設立事例を得る

ために現地を視察しなければならない。しか

し予算や時間の都合上視察が行えないことも

少なくなく，また仮に視察したとしても，設

立に関する着眼点を十分にとらえることがで

きない場合もある。国立大学法人山口大学で

も2006年４月に学生の自主的な活動支援部署

として「山口大学学生自主活動ルーム」が設

立され，2010年３月現在，順調に機能してい

る。この設立時にともなう様々な検討事項

は，他大学において学生の自主的活動支援部

署を設立する際の重要な資料となると思われ

る。本論文では，山口大学学生自主活動ルー

ム設立事例をもとに，学生の自主的活動支援

部署の設立において考慮すべき基本的事項に

ついて紹介する。
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２ 山口大学学生自主活動ルーム設立経緯

　1996年に広中平祐氏が山口大学の学長とし

て就任した。広中平祐氏は，後の通称広中レ

ポート（文部科学省,2000）に示されるよう

に，学生主体の大学作りを行うための大学改

革を行っていく。その代表的なものの一つと

して「山口大学おもしろプロジェクト」が挙

げられる。「山口大学おもしろプロジェクト

（通称：おもプロ）」とは，学生の自主的・

創造的企画に資金援助する山口大学オリジナ

ルの学生支援事業である（辻,2009）。広中

レポートの発表，そして全国の大学における

学生の自主的活動支援，特に大学による学生

のボランティア活動支援に関する機運を受け

て，山口大学大学教育機構ではワーキンググ

ループを立ち上げ，山口大学としてのボラン

ティア活動支援方法について検討を行った

（辰巳ら,2006）。そして2005年に「山口大

学おもしろプロジェクト」による教育活動が

文部科学省の特色ある大学教育プログラムに

選定され，この予算を開設資金として2006年

4月に，おもしろプロジェクトを含めた学生

の自主的な活動支援部署として「山口大学学

生自主活動ルーム（通称：自主活動ルー

ム）」（以降「自主活動ルーム」と表記）が

開設された。

３ 考慮すべき基本的事項

３.１　目的の明確化

　山口大学は，学生主体の大学作りを目指し

ている。これを達成するための一つの要素と

して，「山口大学おもしろプロジェクト」の

活性化がある。しかし「山口大学おもしろプ

ロジェクト」は，プロジェクトの企画立案か

ら実行まで行わなければならず，大多数の学

生は，例えそれに興味を持ったとしてもその

困難性から関与することを避けてしまうこと

が予想される。そこで，すでに活動している

地域活動に学生が参加することで，「山口大

学おもしろプロジェクト」の企画立案のヒン

トを得たり，企画実行力を身に付けたりでき

ることを期待して，この部署において各種地

域活動情報を提供することにした。また仮に

地域活動に参加した学生が，その後「山口大

学おもしろプロジェクト」に関与しなかった

としても，そうした学生は，山口大学が目指

す学生主体の大学作りに大きな影響を及ぼす

ことも期待できる。以上を踏まえて，自主活

動ルームの運営目的としては以下のように定

めている。

　『自主活動ルームは，山口大学生の自主性

や創造力をより引き出すための全学的支援部

署であり，全国でも類をみない本校の特色あ

る教育の一つである「おもしろプロジェク

図１　自主活動ルームによる大学の活性に関する概念図
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ト」の推進を図ること，また学内及び学外系

自主活動への学生支援に対してワンストップ

サービス的役割を担うことを目的として運営

される。	』

　また，上記運営目的を作成すると同時に自

主活動ルームの大学運営に関わる位置づけに

関する概念図として図1を作成した。作成時

に考慮したことは，とにかく分かりやすく端

的に説明できるものをということである。新

しい部署を設立しても，学外のみならず学内

に対してもなかなかその認知が得られない。

理念の概念図は周知を行っていくとき，また

学外関係者に説明を行うときに大きな効果を

発揮している。

３.２　施設名称および言葉の定義付け

　山口大学としては学生の自主的活動支援部

署の名称を，「山口大学学生自主活動ルーム

（通称：自主活動ルーム）」とした。自主活

動という言葉を用いた理由の第一は，この部

署の業務の一つとして「山口大学おもしろプ

ロジェクト」の支援が存在するからである。

山口大学学生支援センター（2008）に示され

るように，おもしろプロジェクトには様々な

プロジェクトが存在する。ボランティア活動

もその中の一つではあるが，ソフトの開発

や，コンテストへの参加を目的とするプロ

ジェクトも存在する。よってボランティアセ

ンターやボランティアルームといった名称で

は，学生に対して山口大学おもしろプロジェ

クトの支援部署としての印象を抱かせること

は困難である。第二の理由としては，いずれ

この部署を通じて単位認定に付随する業務を

担うことを想定したからである。ボランティ

アの概念の一つに「無償性」がある。単位の

授与は，捉え方によるとこの無償性に反する

可能性があるからである。この言葉の捉え方

に関する議論は，平成20年度学生ボランティ

ア活動支援・促進のための連絡協議会でも挙

がった。第三の理由としてボランティアとい

う言葉の漠然とした印象として「医療や福

祉」があがってしまうことを懸念したためで

ある。山口大学には医学部があるものの福祉

を専門とする学部はなく，また福祉に関連し

た講義はそれほど充実していない。仮にボラ

ンティアセンターとして立ち上げると，地域

から寄せられる情報が医療や福祉のものが主

体となりかねない，すなわち山口大学学生に

とってそれほど有益な情報が地域から得られ

なくなる可能性がある。こうした意味でもボ

ランティアという言葉を用いることは極力避

けるようにした。

　一方で「自主活動」と言ってもその言葉の

印象は非常に大きすぎて，捉えようによって

は営利活動を含め，あらゆる社会活動，人間

活動を自主活動と解釈することもできる。そ

こで山口大学では自主活動ルームにおける

「自主活動」を以下のように定義した。

　『国立大学法人山口大学において，自主活

動とは，その活動を通して学生の自主性や創

造性が培われるような，無報酬の課外活動全

般を意味する。但し，自主活動は，自身の新

たな側面を発見し，より見つめ，自身の個性

として定着させていくことが可能な活動であ

ると同時に，その活動の改善案などの新たな

方策を自ら模索し，実行できる場でなければ

ならない。』

　以上をまとめると，山口大学において自主

的活動支援部署の名称を決定するときに考慮

したことは以下のようになる。

・その部署での業務内容との整合性

・追加される可能性のある業務との整合性

・学生および情報提供者（地域住民）の視点

・言葉の拡大解釈を防止のための定義付

３.３　組織と予算

　前述のように自主活動ルームは，大学教育

機構学生支援センターが申請した文部科学省

の特色ある大学教育プログラムの採択が実質

的に開設のきっかけとなった。大学教育機構
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学生支援センターは，『学生の視点に立っ

て』を理念に掲げ，学生の進路・就学・心理

相談などに対応する「学生相談部」，課外活

動の支援・学生の生活支援・指導を行う「学

生生活支援部」および学生の就職支援・就職

情報の提供を行う「就職支援部」の３部で，

学生に対する正課外教育・指導の充実やサー

ビスの向上に努めている（山口大学，

2009）。この学生支援センターは研究・企画

する教員組織であり，このセンターの実務業

務や事務業務を担当する事務組織は学生支援

部学生支援課である。以上の経緯をもって，

自主活動ルームでは，最高責任者に学生支援

センター長が，企画・立案・運営補助に学生

支援センター教員が，恒常的業務に学生支援

部学生支援課支援企画係がそれぞれ担当して

いる。この運営組織の概要図が図２である。

また上記組織を構成すると同時に規約を作成

することで学内での組織の位置づけをより明

確にした。

　自主活動ルームでは，特色ある大学教育プ

ログラムによる予算が開設資金であり，必要

な各種物品の購入が非常に容易であった。ま

た人件費も2008年度までは，同プログラムに

よる予算より支出していた。プログラムの採

択期間が終了した後である2009年度からは，

厚生補導特別経費を学生支援部学生支援課が

獲得し，この予算より自主活動ルームの人件

費と物品購入費を割り当てている。

　自主的活動支援部署に限らず，部署を設立

したり運営したりするには予算が必ず必要で

ある。自主的活動支援部署の開設にあたって

最も大切なことは，ある意味では，予算をど

のように獲得するかであるとも言える。山口

大学のように例え外的資金を獲得した場合で

あっても，その部署を外的資金の取得期間以

降も学内に残留させることを考えるならば，

学内組織における位置づけを明確にしておく

必要がある。そうすることで学内予算の割当

時に非常に明確に請求しやすくなるだろう。

以上をまとめると，以下の事項を検討しなけ

ればならないと考えられる。

・学内における組織の位置づけと業務分担

・規約による上記内容の明言化

・開設資金の獲得方法

・運営資金の獲得方法

３.４　人材

　自主活動ルームは，学生支援センターセン

ター長と教員１人，および学生支援部学生支

援課職員４人（開設時は５人）の計６人で構

成されている。職員４人のうち２人は兼任で

あり，当ルームに常勤しているのはコーディ

ネーター１名（下記参照），職員１名であ

図２　自主活動ルーム運営に関する組織図
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る。平成21年５月１日現在，山口大学の学生

数は学部生8967人，大学院生1676人の計

10652人である。この学生数に対する最適な

自主活動支援部署職員の人数はわからない

が，自主活動ルーム職員の人数は十分ではな

いように思われる。部署の人員数は予算と密

接に関連しているため，学生サービスの観点

だけでは解消できない問題ではあるが，今後

検討しなければならない課題の一つである。

コーディネーターとは，来室した学生と会話

をしながら，自主活動ルームに寄せられた地

域活動情報とその学生の希望活動とをマッチ

ングさせ，さらにその地域活動情報主とその

学生との面談をセッティングする業務を行う

職員のことである。「子どもと触れ合う福祉

活動がしてみたい」や「地域清掃活動に参加

してみたい」といった具体的な意識をもって

来室する学生に対しては，地域活動情報との

マッチングは非常に容易である。しかし来室

する学生の多くは，「何か地域活動がしてみ

たい」，「大学時代に何かしておきたい」，

といった非常に漠然とした意識の持ち主であ

る。コーディネーターはこうした漠然とした

意識の学生と根気よく話しながら，情報との

マッチングを行わなければならない。よって

コーディネーターには非常に高いコミュニ

ケーション能力が要求された。また，学生と

の会話の中で地域活動の魅力をコーディネー

ターは語ることになる。こうした意味で，

コーディネーターは地域活動経験者，もしく

は従事者であることが望まれた。さらに学生

と情報とをマッチングをする上で，コーディ

ネーターは，紙面には記載されていない様々

な地域活動団体の情報を保有している者が良

いと考えられた。

　自主活動ルームでの業務にも，当然事務的

な業務が発生する。十分な人員を確保するこ

とができるならば完全な分業が可能なため，

コーディネーターにはそれほど事務的文書の

作成能力は問われない。しかし自主活動ルー

ムの場合は，新しい部署の立ち上げと予算の

関係（人員の制限）いう理由から，コーディ

ネーターを含め新たに採用したすべての非常

勤職員に事務文書作成能力を求めた。また当

ルームは学生が常に訪れ，それに対応しなけ

ればならない。よって職員の採用基準にもコ

ミュニケーション能力の高さをその一つとし

てあげた。

　上記条件に基づき，山口大学では職業安定

所への求人票の提出のほか，新聞にも求人情

報を提供して広く人材の公募を行い，書類選

考および面接試験を経て，コーディネーター

と職員の採用を行った。

　 山 口 大 学 の 場 合 ， Ｆ Ｄ （ F a c u l t y	

D e v e l o p m e n t ）研修やＳＤ（ S t a f f	

Development）研修などは行われているもの

の，職員のコミュニケーション能力を短期的

に向上させる研修プログラムは確立されてい

ない。仮にこうしたプログラムが確立されて

いるならば，学内職員を育成して相談員を増

やすことも可能となるであろうし，また学生

を雇用するか，自主的活動の一環として自主

活動ルームの運営に携わらせることも出来る

であろう。広島大学のピア・サポート・ルー

ムや愛媛大学のスチューデント・キャンパ

ス・ボランティアなどは，学生が学内業務に

参加している良い例であり，今後山口大学自

主活動ルームでも，こうした事例を参考にし

ながら学生参画型運営方法を検討していくこ

とも必要かもしれない。

　以上をまとめると人材採用に関して考慮す

べき事項は以下のようになる。

・コミュニケーション能力の高さ

・事務文書の作成能力の高さ

・求人情報の提示先

＜コーディネーターの条件として＞

・地域活動の魅力を知っていること

・様々な地域活動情報を有していること
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３.５　学生の安全の確保

　学生の自主的な活動は基本的には正課では

ないために，教職員の目に届かないことのほ

うが多い。しかし大学として支援する以上，

できる限り学生の安全に留意しなければなら

ない。自主活動ルームにおいて取り扱う（支

援している）自主的な活動は，「山口大学お

もしろプロジェクト」と地域活動である。

　「山口大学おもしろプロジェクト」では書

類およびプレゼンテーション内容を教員で構

成された選考委員会が審査している。選考委

員は，プレゼンテーション時に学生に対して

安全性に関する質問を投げかけ，学生の安全

性に関する意識を確認するようにしている。

そして委員会において安全性に関して十分に

吟味してから採択するように心がけている。

また「山口大学おもしろプロジェクト」に参

加しているすべての学生の名簿を作成し，事

故など問題が生じたときに大学としてすぐに

対応できるようにしている。

　地域情報に対して，学生の安全確保の観点

から注意すべきことは大きく二つある。一つ

は，活動自体の安全性である。もう一つは活

動団体の安全性である。明らかに偏った思想

や概念を持った団体において学生が活動する

ことにより，今後の大学生活に支障をきたす

ことは十分想定される。これら２つの安全性

を確認するために，山口大学では教職員約10

名で構成される自主活動情報選定機関を設

け，この機関において承認の得られた地域情

報のみを学生に提供することにしている。情

報を受け付ける際は，上記内容を記載した文

書を地域団体に提示・説明し理解を得ている

（参照，付録１と２）

　万が一，学生の自主的活動中に事故が生じ

たときは大学としてできる限りの対応はする

が，経済的な支援をすることはほとんどでき

ない。よって，「山口大学おもしろプロジェ

クト」の参加者も含め，自主活動ルームを利

用するすべての学生に対して保険に加入して

から活動に従事するように指導している。山

口大学では入学時に学生教育研究災害障害保

険（通称：学研災，自身の疾病に対する保

障）に加入するように指導している。この保

険加入への指導の流れを受けて，学研災付帯

賠償責任保険（通称：学研賠，対人・対物保

障）に加入するよう促している。地域活動情

報に対しては，情報提供依頼団体がすでに保

険に加入している可能性がある。情報を受け

付ける際にこの点を確認することで，わずか

ではあるが学生に余分な学研賠保険への加入

という経済的負担を強いる必要がなくなる。

以上まとめると学生の安全確保の上での検討

事項は以下のとおりである。

・自主活動参加学生の管理

・寄せられる学外地域情報の選定方法

・保険加入の指導

３.６　広報活動

　自主活動ルームの開設の際も，一般的な広

報活動の一環であるポスター掲示やリーフ

レットの配布などを行った。

　学生にとって掲示板は大学からの有益な情

報を得るための最も身近な手段である。しか

し一方で，掲示板には非常に多くの情報が掲

載されているのが一般的であり，いくら目立

つポスターを作製しても，多くの情報の中で

は，それはいわばモザイク模様の一環のよう

に映ってしまうことも否めない。リーフレッ

トの配布は情報が学生個人の手元に直接届く

ので，ポスターと比べると広報効果は高くな

る。しかし本人にとってその情報に興味がな

い場合は，新聞の折込チラシのようにすぐに

目の届かないところへ追いやられてしまう可

能性がある。こうした観点から，学生に対し

ての広報活動として，ポスターやリーフレッ

トには一定の効果は認められるが，それだけ

では過度な期待は出来ないように思われる。

　自主活動ルームに関する広報活動において

最も効果を発揮したと思われるものは，講義
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中における紹介であったように思われる。山

口大学では低学年向けのキャリア支援講義と

して「キャリアデザイン」を開講している。

この講義の履修生の約90％が１年生であり，

約500人（１学年の約25％）が受講してい

る。この講義の１コマにおいて学生の自主的

活動の魅力を紹介するとともに，自主活動

ルームの存在をＰＲしている。また，「ボラ

ンティアと自主活動」という講義（受講生30

名）は，ボランティアの意義を学ぶとともに

自らボランティアを体験するものである。こ

の講義は自主活動ルームと連携し，当ルーム

はボランティア体験先との連絡調整や，ボラ

ンティア体験中の学生の相談を行っている。

講義において当ルームを紹介するようになっ

てからは，「講義で聴いたので寄ってみまし

た」といった声をもった多くの学生が来室す

るようになり，また「講義でのボランティア

体験がおもしろかったので，さらにボラン

ティアをしてみたい」という理由で当ルーム

を利用する学生も増加した。

　講義はその特性上，学生は基本的に「聴

く」状態である。大学として届けたい情報は

講義を通して行うことが望ましいと思われ

る。但し，言葉で伝えただけでは提供した情

報は十分に定着していかないであろう。リー

フレットの配布には，情報の定着のサポート

としての役割があるように思われる。また，

既に講義で紹介された情報であるならば，掲

示板のポスターは注目される可能性が高ま

り，これも情報の定着に対して役割を果たす

ものとなるだろう。講義と配布物と掲示物の

三者の相互作用を上手く利用して広報活動を

行っていくと良いと思われる。

　以上から広報活動に関して考慮すべき事項

は以下のようになる。

・効果的なポスターやリーフレットの作成

・教員と協力した講義の活用

４ 自主活動ルームの利用状況

　最後に簡単ではあるが，自主活動ルームの

利用状況を紹介しておく。表１は直近３ヵ年

である2008年度から2010年度10月までののべ

利用状況を表している。ここで学生は山口大

学生及び山口大学大学院生，教職員は山口大

学教職員，外部は左記を除く来室者，例えば

地域の地域活動団体のボランティア学生募集

依頼や他大学からの訪問などを表している。

また最下段の括弧内の数字は，2009年度の10

月までの利用者数をもとに算出した2010年度

末の予測値を示している。

　年度を経るに従って，学生・教職員・外部

のいずれの項目においてもおよそ増加してい

ることがわかる。学生の利用者のほとんどは

自主活動ルームがある吉田地区（山口市）の

大学生という傾向にある。2010年度現在の吉

田地区に在籍する学生総数は5266人であるこ

とから，2009年度では計算上およそ５人に１

人，2010年度ではおよそ３人に１人の割合で

利用していることになる。自主活動ルームの

来訪者は，すべて相談者というわけではな

く，ルーム内の情報を取得するために単に立

ち寄る場合もあるので，どれくらいの新規来

訪者やリピーターがあるのかはわからない。

上記の５人に１人や３人に１人といった割合

もデータがのべ人数であることから，リピー

ターを考慮すると実際には上記数字よりも小

さくなることは間違いない。しかしそれでも

非常に多くの学生が自主活動ルームを訪れ，

利用していることは確かである。今後の課題

として，工学部や医学部のある常盤地区や小

串地区（宇部市）の学生に対して，どのよう

にして十分なサービスが行うかということ，

そしてさらに多くの学生が利用できるような

有効な方策を考えることである。

　教職員や外部の数値も増加していることか

ら，学生だけでなく教職員や地域の住民，そ

して他大学からも十分な認知を得てきている

ことがわかる。
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学生 教職員 外部 合計

2008 819 86 168 1073

2009 1190 95 160 1445

2010 1043 168 273 1484

	(1689) (231) (533) (2453)

５ おわりに

　ここに示した事項すべては，学生の自主的

な活動支援部署を設立するにあたっての考慮

すべき基本事項である。よって，実際の設立

時には，これらに加えて独自の創意工夫を組

み込むべきである。現在のところ自主活動

ルームは，学内及び学外においてある程度の

認知度も得られ成功していると言える。しか

し，より多くの学生にサービスを提供できる

ようにするために，さらなる工夫を今後して

いかなければならないだろう。また，こうし

た部署設立の本質的な目的は，利用者数の増

加ではなく，学生の自己啓発や活性化という

ことを忘れてはいけない。すなわち利用者数

の増加だけを念頭においたサービスの充実や

広報活動では本来の目的を満たしているとは

いえない。昨今の大学生の就職難の状況を受

けて，就職活動のためにボランティアをして

おく，という風潮がある。しかし，学生の自

主的活動支援部署は，就職活動のために自主

活動への参加といった短期的なキャリアデザ

インのための部署として設立するのではな

く，もっと長期的なキャリアデザインへの貢

献としてとらえ，学生の人生観を形成する礎

となるような機会を提供する部署としていく

べきであろうと思われる。自主活動ルームで

は，自主活動の言葉の定義としてこの概念を

明言すると共に，講義や相談時にも学生にそ

のように指導するよう常に心がけている。そ

の効果の甲斐あって，成果報告書（山口大

学，2009b）の学生の自主活動ルーム利用感

想欄において，「現在私の中にある大学生活

に対する充足感は，この自主活動によるもの

と確信しています（中略）もっと多くの学生

に，自主活動の考え方を知ってもらい，新し

い自分を発見して欲しいと思います」という

言葉を得ることができた。今後も部署設立に

よる教育的効果を長期的に分析していくこと

が非常に重要であると思われる。

（学生支援センター　講師）
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付録１　自主活動情報受付時に団体へ提示する案内ちらし（表面）
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付録２　自主活動情報受付時に団体へ提示する案内ちらし（裏面）
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